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ンド社、1969 年）、鈴木禄弥他「銀行取引と譲渡担保＜第 16 回～ 20 回＞」金融法務
787 号 23 頁～ 791 号 34 頁（1976 年）参照。




正法 466 条、466 条の２、466 条の３、466 条の４）、預貯金債権の譲渡制限（同

















（３） 　鈴木正和『譲渡担保の実務』107 頁（銀行研究社、1962 年）、鈴木禄弥・前掲書 250
頁参照。
（４） 　磯谷幸次郎『債権総論大要』340 頁（清水書店、1928 年）、我妻栄『新訂債権総論』
550 頁（1980 年）、柚木馨＝高木多喜男『判例債権法総論〔補訂版〕』（有斐閣、1971 年）
329 頁、鳥谷部「権利の譲渡担保」私法 45 号 207 頁（1983 年）、近江幸治『民法講義
Ⅲ担保物権〔第２版補訂〕』339 頁（成文堂、2007 年）など参照、

























（５） 　近江・前掲書 338 頁以下、道垣内弘人『担保物権法［第４版］』（有斐閣、2017 年）
349 頁以下参照。
（６） 　近江・前掲書 340 頁など参照。























【1】最判昭和 53・12・15 判例時報 916 号 25 頁（診療債権譲渡と差押え）（９）
（判旨）「現行医療保険制度のもとでは、診療担当者である医師の基金や連合
（８） 　鈴木禄弥他「銀行取引と譲渡担保＜第 29 回～ 30 回＞」金融法務 803 号 23 頁～ 804
号 30 頁（1976 年）、近江幸治・前掲書 342 頁、道垣内・前掲書 355 頁など参照。




















【3】最判平成 19・２・15 民集 61 巻１号 243 頁（既発生債権・将来債権を含
む商品売掛代金債権等の一括譲渡と国税債権の差押え）（11）
（９） 　松本恒雄・広島法学４巻２号 113 頁（1980 年）、伊藤進・判例評論 247 号 21 頁（1979
年）、椿寿夫・判例タイムズ 411 号 559 頁、高木多喜男・担保法の判例Ⅱ 78 頁（1994 年）、
水沢孝「将来の診療報酬債権の担保徴求ならびに管理上の問題（上・下）」手形研究
286 号 42 頁、287 号 42 頁などがある。
（10） 　潮見佳男・民法判例百選Ⅱ〔第５版〕66 頁、池田真朗「将来債権譲渡の効力（1）（２
完）」NBL665 号６頁、666 号 27 頁（1999 年）、吉田和彦・NBL687 号 62 頁、角紀代恵・



























（11） 　特集「決着！将来債権譲渡担保と国税債権の優劣」NBL854 号 10 頁以下、潮見佳男・
NBL856 号 11 頁、森田宏樹・金融商事 1269 号１頁、池田真朗・銀行法務 21・673 号１
頁、同・金融判例研究 17 号（金融法務 1812 号）30 頁、田高寛貴・銀行法務 21・42 頁、
増田稔・ジュリスト 1340 号 102 頁、鳥谷部・私法判例リマークス 36 号 18 頁等参照。

























（12） 　柚木馨＝高木多喜男編『新版注釈民法（9）物権（4）』（有斐閣、2015 年）726 頁（占
部洋之執筆）参照。



























しその旨の登記を経由した。甲マンションには、月額賃料 10 万円でＣ 1
～Ｃ 50 と各室の賃貸借契約が成立した。１年後、Ａは、Ｄに対する債務
弁済のため賃料債権を５年分Ｄに譲渡し、確定日付による対抗要件を具備
広島法学　44 巻２号（2020 年）－ 254
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１　賃料の債権譲渡と物上代位の差押えとの競合
【4】最判平成 10・１・30 民集 52 巻１号１頁（17）















（17） 　野山宏・法曹時報 50 巻６号 1709 頁、清原泰治・判例評論（判例時報 1643 号）22 頁、
加藤新太郎・NBL658 号 73 頁、古積健三郎・私法判例リマークス 19 号 26 頁、松岡久和・
民商法雑誌 120 巻第６号 1004 頁、高橋智也・東京都立大学法学会雑誌 40 巻１号 661 頁、
高橋眞・ジュリスト 1157 号 68 頁、道垣内弘人・民法の基本判例〔第２版〕84 頁など
参照。
した。その後Ａは自己の事業の経営状態が悪化し、Ｂへの支払いを怠るよ












































時報 743 号 60 頁、最判昭和 50・７・19 判例タイムズ 327 号 181 頁、最判昭
和 51・７・19 金融法務 801 号 33 頁）や否認が肯定された裁判例（最判昭和






























第 44 号）として 2017 年５月 26 日成立し、同６月２日公布された。この法律
は、2020 年４月１日に施行された。
　今回の民法（債権関係）大改正は、1998 年 10 月６日の日本私法学会シン
ポジウム（20）から始まり、2009 年４月の民法（債権法）改正検討委員会による
（19） 　鳥谷部「集合債権の譲渡担保と代理受領・振込指定（1）（2完）」法律時報 56 巻 12 号、
57 巻１号（1984 年）『非典型担保の法理』177 頁（2009 年）所収、同「民法（債権関係）
改正における法定相殺の意義と課題」近江古稀記念『社会の発展と民法学［下巻］』
267 頁（成文堂、2019 年）参照。
（20） 　能見善久他『債権法改正の課題と方向』別冊 NBL51 号（1998 年）参照。






























（23） 　『基本方針』220 頁～ 222 頁、『中間試案・概要付き』86 頁～ 94 頁、『Before/After』
252 頁～ 277 頁、『講義債権法』206 頁～ 234 頁、『ポイント』274 頁～ 299 頁、『鎌田ほ



























（24） 　『潮見』148 頁、『一問一答』159 頁、161 頁参照。
（25） 　『潮見』150 頁、『一問一答』159 頁、166 頁参照。
（26） 　『潮見』152 頁、『一問一答』159 頁、168 頁参照。


























（27） 　『潮見』153 頁、『一問一答』159 頁、170 頁参照。
（28） 　『潮見』154 頁、『一問一答』159 頁、172 頁参照。



























（30） 　『潮見』159 頁、『一問一答』159 頁、177 頁参照。
（31） 　『潮見』160 頁、『一問一答』159 頁、179 頁、181 頁参照。

























（32） 　近江・前掲書 338 頁、道垣内・前掲書 353 頁、『潮見』155 頁、『一問一答』174 頁、『鎌




























（33） 　近江・前掲書 347 頁、道垣内・前掲書 357 頁、『潮見』158 頁、松尾・前掲書 131 頁
























（34） 　『潮見』160 頁、『一問一答』179 頁、『鎌田ほか・重要論点』177 頁など参照。
（35） 　鳥谷部・前掲法律時報 56 巻 12 号、57 巻１号『非典型担保の法理』177 頁、198 頁、
245 頁所収、同・前掲『社会の発展と民法学［下巻］』269 頁、276 頁、281 頁等参照。
243 － 債権譲渡担保の展開と民法（債権関係）改正後の課題（鳥谷部）
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ととどのように両立しうるのであろうか。弁済期を基準とする場合、弁済期
前は債権が移転しない担保権であり、弁済期後は債権が移転した債権譲渡で
あるとする。弁済期前は、担保権としての対抗要件を備えているのであろうか。
移転していない担保権を移転したという公示で対抗力を認めるという物権法
理は承認されていないと考える。弁済期は第三債務者及び第三者にも不明で、
債権を譲渡（移転）しましたという通知内容にも反することは、前述した。
　第２に、多くの文献によると、担保的構成が通説的見解として紹介されて
いる。しかし、その内容はきわめて曖昧である。担保権と実質面において同
様の効力を付与すべきであるということであれば現在の全ての見解は担保的
構成ということになろう。この担保的構成が一般的に用いられるようになっ
てから、非典型担保は理論的に発展したのであろうか。両当事者の権利はど
のように明確になったのか、それに見合う公示方法が用意されたのであろう
か。当事者の担保の合意や各権利が当事者以外の第三者に対抗できるように
なったのであろうか。第三債務者の保護は配慮されたのであろうか。
　第３に、債権譲渡担保、相殺、代理受領などが特定の債権を目的として互
いに競合した場合、担保的構成でありながら、担保内容での比較ではなく、
民法上の純粋の債権譲渡、相殺、代理受領（委任による代理権）の優劣を論
じているのみで、担保としての効力を論じていないように思われる。又は単
に当事者間のみの特約の債権的効力を論じているようにも思われる。
　第４に、非典型担保の方法論にも関わるが、当初、債権譲渡担保、相殺、
代理受領のいずれについても、時期を異にするが、債権質類似の契約説と見
ればよいとする見解がそれぞれ有力に主張された。一定の方向性を示すとい
う意味では、示唆的である。しかし、結果的に裁判例は、それぞれについて
債権質とは異なる効力を与えている。したがって、単に債権質に準じて考え
るのではなく、それぞれの担保としての内容（担保構造）を明らかにし、そ
れに応じた効力を導いていくべきである。
